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ページ 旧 新 備考 
表紙  

宇 和 島 圏 域 
定住自立圏共生ビジョン 

第２期 
 

 

平成３０年３月２７日 
（令和６年３月２９日改訂版） 

宇和島市・松野町・鬼北町・愛南町 
 

 

宇 和 島 圏 域 
定住自立圏共生ビジョン 

第２期 
 

 

平成３０年３月２７日 
（令和７年○月○日改訂版） 

宇和島市・松野町・鬼北町・愛南町 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○今回の変更に伴 
う改訂日を明記 
（市町協議後）。 

目次 

目次  
第 1 章～第 3 章（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目次  
第 1 章～第 3 章（略） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○要綱の一部改正
に伴う字句修正 
(R7.1.23 付) 
※デジタル部分は R5

改正時点修正漏れ 
 
 
 
 
 

 資料４  資料4

2000671
長方形

2000671
長方形
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1 第１章 定住自立圏共生ビジョンにおける基本的事項 (略) 第１章 定住自立圏共生ビジョンにおける基本的事項 (略)  

２～４ 第２章 圏域の概況 (略) 第２章 圏域の概況 (略)  

５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

 

 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 圏域の将来像 

１． 圏域の現状と主な課題 

（１）人口減少・少子高齢化 

(略) 

平成 30 年 3 月に公表された国立社会保障・人口問題研究所の推計結果によると、このまま推

移した場合、本圏域においては令和 7 年に 10 万人を切り、令和 27 年には平成 7 年と比較して

半分以下の 56,396 人まで減少する推計となっており、かつ、老年人口（65 歳以上）比率は

53.4％まで上昇、年少人口（0～14 歳）の構成比は 7.1％程度、また生産年齢人口（15～64 

歳）の構成比は 40％を割り込むと見込まれています。 

  (略) 

 [図表 1]～[図表 2] (略) 

〔図表３〕【年齢３区分別人口の推移】 

（単位：人） 

[図表 3]中、H７年～R2 年 (略) 

区分 市町名 R7 年 R12 年 R17 年 R22 年 R27 年 

年少人口 

（0～14 歳） 

宇和島市 6,053 5,016 4,124 3,440 2,885 

松野町 201 174 148 126 108 

鬼北町 862 732 609 513 429 

愛南町 1,452 1,151 904 733 599 

圏域 小計 8,568 7,073 5,785 4,812 4,021 

生産年齢人口 

（15～64 歳） 

宇和島市 30,700 26,917 23,437 19,468 16,148 

松野町 1,437 1,264 1,082 873 735 

鬼北町 3,721 3,225 2,871 2,430 2,053 

愛南町 7,374 6,238 5,220 4,147 3,315 

圏域 小計 43,232 37,644 32,610 26,918 22,251 

老年人口 

（65 歳以上） 

宇和島市 27,107 25,405 23,483 21,985 20,183 

松野町 1,668 1,533 1,421 1,330 1,175 

鬼北町 4,291 4,056 3,682 3,375 3,030 

愛南町 8,692 8,063 7,283 6,571 5,736 

圏域 小計 41,758 39,057 35,869 33,261 30,124 

合  計 93,558 83,774 74,264 64,991 56,396 

※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成 30 年 3 月推計）より 

【平成 27 年の国勢調査を基に階級別の将来人口を推計】 

 

第３章 圏域の将来像 

１． 圏域の現状と主な課題 

（１）人口減少・少子高齢化 

(略) 

令和５年 12 月に公表された国立社会保障・人口問題研究所の推計結果によると、このまま推

移した場合、本圏域においては令和 7 年に 10 万人を切り、令和 27 年には平成 7 年と比較して

半分以下の 58,515 人まで減少する推計となっており、かつ、老年人口（65 歳以上）比率は

54.2％まで上昇、年少人口（0～14 歳）の構成比は 6.4％程度、また生産年齢人口（15～64 

歳）の構成比は 40％を割り込むと見込まれています。 

 (略) 

[図表 1]～[図表 2] (略) 

〔図表３〕【年齢３区分別人口の推移】 

（単位：人） 

[図表 3]中、H７年～R2 年 (略) 

  区分 市町名 R7 年 R12 年 R17 年 R22 年 R27 年 

年少人口 

（0～14 歳） 

宇和島市 5,803 4,569 3,751 3,267 2,873 

松野町 253 220 178 151 132 

鬼北町 716 557 452 384 329 

愛南町 1202 840 646 529 425 

圏域 小計 7,974 6,186 5,027 4,331 3,759 

生産年齢人口 

（15～64 歳） 

宇和島市 30,844 27,516 24,177 20,308 17,070 

松野町 1,433 1,271 1,114 901 760 

鬼北町 3,744 3,245 2,886 2,393 1,978 

愛南町 7,572 6,433 5,299 4,136 3,218 

圏域 小計 43,593 38,465 33,476 27,738 23,026 

老年人口 

（65 歳以上） 

宇和島市 27,258 25,795 24,074 22,821 21,174 

松野町 1,649 1,543 1,449 1,387 1,257 

鬼北町 4,264 4,060 3,713 3,491 3,194 

愛南町 8,657 8,092 7,435 6,854 6,105 

圏域 小計 41,828 39,490 36,671 34,553 31,730 

合  計 93,395 84,141 75,174 66,622 58,515 

 ※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和 5 年 12 月推計）より 

【令和 2 年の国勢調査を基に階級別の将来人口を推計】 

 

 
 
 
 
○将来推計人口改

訂 (社人研推計 )に
伴う公表年・数値の

修正 
 
 
 
 
 

○将来推計人口改

訂 (社人研推計 )に
伴う数値の修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○将来推計人口改

訂 (社人研推計 )に
伴う数値の修正 
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旧 

〔図表４〕【年齢３区分人口の推移】 

 

 

 

（２）地域資源の活用・地域の活性化 

  (略) 

新 

〔図表４〕【年齢３区分人口の推移】 

 

 

（２）地域資源の活用・地域の活性化 

  (略) 

 

 

 

 

 

○図表 3 の数値修

正に伴う、グラフの

変更 

 

 

 

 

 

 

 

    
１０ 

 

 

１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）生活機能の確保  

①地域医療 

  (略) 

②公共交通等 

（ア） 鉄道 

圏域における鉄道路線は四国旅客鉄道㈱による予讃線と予土線の2路線があり、予讃線は香川県

高松駅から愛媛県松山駅を経て宇和島駅に至る鉄道路線(幹線)で、特急列車が1日16本往復運行さ

れており、宇和島駅から松山駅までの所要時間は約1時間20分でアクセス可能です。 

予土線は高知県四万十町の若井駅から北宇和島駅に至る鉄道路線(地方交通線)で、愛媛県と高知

県を連絡する唯一の鉄道線であり、松野町や鬼北町からの宇和島市へ通学する学生等の主要移動手

段として利用されています。また、宇和島駅からの発車列車は1日約10本で高知県窪川駅までの所

要時間は最短２時間9分でアクセス可能です。 

(略) 

（３）生活機能の確保  

①地域医療 

  (略) 

②公共交通等 

（ア） 鉄道 

圏域における鉄道路線は四国旅客鉄道㈱による予讃線と予土線の2路線があり、予讃線は香川県

高松駅から愛媛県松山駅を経て宇和島駅に至る鉄道路線(幹線)で、特急列車が1日16本往復運行さ

れており、宇和島駅から松山駅までの所要時間は約1時間30分でアクセス可能です。 

予土線は高知県四万十町の若井駅から北宇和島駅に至る鉄道路線(地方交通線)で、愛媛県と高知

県を連絡する唯一の鉄道線であり、松野町や鬼北町からの宇和島市へ通学する学生等の主要移動手

段として利用されています。また、宇和島駅からの発車列車は1日約9本で高知県窪川駅までの所

要時間は最短２時間7分でアクセス可能です。 

(略) 

 

 

 

 

 

○令和 7 年 3 月 15

日付けダイヤ改正

に伴う修正 
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１４ ２． 目指すべき圏域の将来像 

 （略） 

２． 目指すべき圏域の将来像 

 （略） 

 

１５ 

 

３． 圏域人口の将来展望 

（略） 
定住自立圏共生ビジョンにおいては、この各市町の人口ビジョンにおける人口減少対策を広域的

連携事業として位置づけ、その目標値を達成するべく、2045（令和 27）年に設定されている、そ

の人口の総和である 72,232 人を圏域人口の将来展望とします。（社人研推計より 15,836 人増） 

 

（単位：人） 

区分 
令和 7 年 

(2025) 

令和 12 年 

(2030) 

令和 17 年 

(2035) 

令和 22 年 

(2040) 

令和 27 年 

(2045) 

将来推計人口（社人研推計） 93,558 83,774 74,264 64,991 56,396 

将来展望人口（人口ビジョン） 96,794 90,428 84,123 77,874 72,232 

※将来推計人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成 30 年 3 月推計）より 

※将来展望人口：圏域内各市町人口ビジョンの総和により算出 

〔図表１１〕【将来推計人口及び将来展望人口】 

３． 圏域人口の将来展望 

（略） 
定住自立圏共生ビジョンにおいては、この各市町の人口ビジョンにおける人口減少対策を広域的

連携事業として位置づけ、その目標値を達成するべく、2045（令和 27）年に設定されている、そ

の人口の総和である 72,232 人を圏域人口の将来展望とします。（社人研推計より 13,717 人増） 

 

（単位：人） 

区分 
令和 7 年 

(2025) 

令和 12 年 

(2030) 

令和 17 年 

(2035) 

令和 22 年 

(2040) 

令和 27 年 

(2045) 

将来推計人口（社人研推計） 93,395 84,141 75,174 66,622 58,515 

将来展望人口（人口ビジョン） 96,794 90,428 84,123 77,874 72,232 

※将来推計人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和５年 12 月推計）より 

※将来展望人口：圏域内各市町人口ビジョンの総和により算出 

〔図表１１〕【将来推計人口及び将来展望人口】 

 
 
○将来推計人口改

訂 (社人研推計 )に
伴う数値の修正 
 
 
 
 
○将来推計人口改

訂 (社人研推計 )に
伴う数値の修正 

 

１５ 

 

 

 

 

４.  将来像の実現に向けて 

（略） 
主な取り組むべき政策分野としては、「生活機能の強化」「結びつきやネットワークの強化」「資

源制約に対応するための圏域マネジメント能力の強化等」「まち・ひと・しごと創生」の各分野と

します。 
（略） 
 

４.  将来像の実現に向けて 

（略） 
主な取り組むべき政策分野としては、「生活機能の強化」「結びつきやネットワークの強化」「資

源制約に対応するための圏域マネジメント能力の強化等」「まち・ひと・しごと創生」の各分野と

します。 
（略） 

 

○要綱の一部改正

に伴う字句修正 
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１６ 

 

 

 

 

１７ 

 

 

 

 

第４章 定住自立圏形成協定に基づき推進する具体的取組  

定住自立圏の形成に関する協定書に基づき、各政策分野において推進する具体的取組を以下に
掲載します。 
 
１．取組の体系 

（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第４章 定住自立圏形成協定に基づき推進する具体的取組  

定住自立圏の形成に関する協定書に基づき、各政策分野において推進する具体的取組を以下に
掲載します。 
 
１．取組の体系 

（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
○要綱の一部改正

に伴う字句修正 

１８ ２．定住自立圏形成協定に基づき推進する具体的取組 

（１） 生活機能の強化に係る政策分野 

(略) 

２．定住自立圏形成協定に基づき推進する具体的取組 

（１） 生活機能の強化に係る政策分野 

(略) 

 

２９ (３)                      圏域マネジメント能力の強化等に係る政策分野 

ア 宣言中心市等における人材の育成 

                       

 (略) 

（３）資源制約に対応するための圏域マネジメント     等に係る政策分野 

ア 宣言中心市等における人材の育成 

(デジタル人材その他の専門人材の育成を含む。) 

(略) 

○要綱の一部改正

に伴う字句修正 

 


